
１ はじめに 

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シス

テム構築のための特別支援教育の推進（報告）概要（文

部科学省，2012）」において，障害者等が積極的に社

会参加できる共生社会の形成に向け，子供一人一人の

教育的ニーズを把握し，適切な指導及び必要な支援を

行うことが求められている．自分が必要と思う物やサ

ービスを消費するという活動は社会参加の一つであり，

障害者等が積極的に社会生活を行っていくためには，

学校で十分な消費者教育を行うことが重要である． 

障害者の消費者トラブルは，「障がい者の消費行動

と消費者トラブル事例集（消費者庁，2019）」におい

て，課金に気づかずスマホゲームの課金が高額になっ

たこと（知的障害者）や本人が電話のやり取りができ

なかったことによる光回線の解約におけるトラブル

（聴覚障害者）などの事例が報告され，障害毎の特性

が示されている． 

これらのトラブルを防ぐためには，障害者を対象と

した教材開発や研究が重要である．消費者教育支援セ

ンターが2018年に表彰した教材資料の中に，特別支援

学校や特別支援学級を対象とした消費者教育教材には，

「こんなとき，あなたならどうします？～高齢者・障

がい者の消費者トラブルを防ごう～」（神奈川県，

2017）や「特別支援学校向け消費者教育教材」（鳥取

県生活環境部くらしの安心局消費生活センター，

2018），「ちえとまなぶの ず～っと役立つ 『お金の

話」」（東京都消費生活総合センター，2017）がある．

また，特別支援学校における知的障害のある生徒と家

計管理に関わる教育や支援の在り方についてその現状

と課題を検討した研究（小野，2016）や，消費者教育

教材（住生活教材）を，社会復帰を目指す精神障害者

における生活設計に対応する教材として活用すること

を試みた研究（岸本ほか，2017）が行われている． 

このように障害者を対象とした教材開発や研究は行

われているが，さらに発展させていくためには，視覚

障害，聴覚障害，肢体不自由，病弱・身体虚弱，学習

障害等と様々な障害の種別によって必要な学習支援を

明確にしたり，特別支援学校における消費者教育の実

施状況や課題を明らかにしたりする必要がある．特別

支援学校を対象とした，消費者教育に関する調査は，

知的障害を対象としたものとして，全国の特別支援学

校における金銭管理教育と社会資源の活用について

（小野・川崎，2017）はあるが，各障害種を網羅した

全国調査は見当たらなかった．また，「キャッシュレ

ス・ビジョン」（経済産業省,2018）では，世界各国の

キャッシュレス決済比率を例に挙げ，キャッシュレス

化が進展している国では40%～60%であり，日本は18.4%

にとどまっていることを指摘している．これを受けて，

国内のキャッシュレス決済比率を高めることを目指し

ており，消費者に対して，キャッシュレスに対応した

支払い能力が求められている．そこで，本研究では，

以下に示す目的で，全国の特別支援学校を対象に調査

を実施することにした． 

 

２ 研究目的 

本研究の目的は以下とする． 

・特別支援学校における消費者教育（金銭教育）の実

施状況や課題の実態を明らかにする． 

・特別な支援を必要とする生徒のための消費者教育教

材に必要な学習支援内容を明らかにする． 

特別支援学校高等部家庭科における 
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３ 方法 

 

（１）調査時期 

平成29(2017)年12月～平成30(2018)年1月 

 

（２）本調査の対象 

特別支援学校（2017年版）のリストに掲載されてい

る1,201校のうち，「①公立学校であること，②単一の

障害種別であること，③高等部を設置していること」

の３つの条件をすべて満たす795校の高等部家庭科担

当者（いない場合は，教頭もしくは副校長）を対象と

した． 

この３つの条件を設定した理由は「一般的な特別支

援学校における実態や課題を把握するため」，「障害

種別による学習ニーズを把握するため」，「高等部で

は，社会人として自立した生活を送れるようになるこ

とを目指した支援が行われているため」である．また，

家庭科担当者を設定した理由は，消費者教育の内容は，

学習指導要領において，家庭科の消費生活・環境等に

位置付けられているためである． 

 

（３）調査方法 

調査対象の特別支援学校校長宛に文書で依頼した．

文書に記載したWebサイトから調査票電子ファイルを

ダウンロードしていただき，回答者が調査票電子ファ

イルに記入した後，電子メールに添付して返送してい

ただいた． 

 

（４）調査内容 

調査内容は，大野田・天野・柿野（2015），長濱・

田中・田村（2015），上野・長谷川・新谷（2014）の

調査を参考に設定し，「Ⅰ 基本情報」，「Ⅱ 家庭

科に関する基本情報」，「Ⅲ 『家庭科』における，

消費者教育」，「Ⅳ 消費者教育について」，「Ⅴ 消

費者教育教材について」とした．「Ⅰ 基本情報」に

ついては，特別支援学校は小中高等学校から赴任する

ことや，専門としている教科以外の授業を持つことが

あることから，教職経験年数に加えて，特別支援学校

経験年数と「家庭科」担当経験年数を聞いた． 

 

（５）倫理的配慮 

本調査は，調査時点所属の倫理審査委員会の許可を

受けて実施した． 

 

４ 調査結果 

 

（１）回答数 

回答数は，795件中，268件（有効回答率 33.7%）で

あった． 

 

（２）分析対象数 

分析対象数は，回答数268件の内，障害種それぞれ

の支援内容等を明確にするため，家庭科の内容に関す

る質問に対して，準ずる教育課程（視覚障害・聴覚障

害・肢体不自由・病弱），もしくは，「家庭科」を開

設している（知的障害）と回答したものとした．この

条件で絞り込んだ結果，分析対象数は199件となっ

た． 

 

（３）基本情報 

①学校の障害種別 

 回答者が勤務する学校の障害種別は表１の通りであ

った．なお，複数の障害種別を選択した学校が14件あ

った．以後の障害種毎の集計は単一の障害種の結果を

報告する． 

②教職経験年数 

回答者の教職経験年数は，「15年以上」が62.8%を占

めた（図１）．なお，教職経験年数とは，小学校，中

学校，高等学校，特別支援学校等を含めた教職経験年

数である． 

 

図１ 教職経験年数 

表１ 回答者が勤務する学校の障害種別（件） 

視覚 

障害 

聴覚 

障害

（聴） 

肢体 

不自由

（肢） 

病弱

（病） 

知的 

障害

（知） 

聴・

肢・知 

肢・病 肢・

病・知 

肢・知 病・知 総計 

21 28 29 11 96 1 2 2 8 1 199 

10.6% 14.1% 14.6% 5.5% 48.2% 0.5% 1.0% 1.0% 4.0% 0.5% 100% 
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図２ 特別支援学校経験年数 

 

図３ 「家庭科」担当経験年数（視覚障害・聴覚障害・

肢体不自由・病弱） 

 

③特別支援学校経験年数 

 回答者の特別支援学校経験年数は，「15年以上」

（37.2%），「5～10年未満」（26.1%）であり，「経験

無し」が0.5%と，９割以上の回答者が特別支援学校を

経験していた（図２）． 

④「家庭科」担当経験年数（視覚障害・聴覚障害・ 

肢体不自由・病弱） 

 特別支援学校（知的障害）教員を除く，回答者の「家

庭科」担当経験年数は，「15年以上」が40.2%であり，

「経験無し」が11.1%であった（図３）． 

⑤「家庭科」担当経験年数（知的障害） 

 特別支援学校（知的障害）教員の，「家庭科」担当

経験年数は，「1～5年未満」28.1%，「5～10年未満」

21.6%であり，「経験無し」が29.1%であった（図５）． 

 

 

 

図４ 「家庭科」担当経験年数（知的障害） 

 

図５ 消費者教育を実施している学年 

 

⑥勤務形態 

回答者の勤務形態は，「正規教員」90.5%，「常勤講

師」5.5%，「非常勤講師」2.0%であった． 

 

（４）家庭科における基本情報 

①消費者教育を実施している学年 

消費者教育を実施している学年は，１学年37.7%，

２学年47.2%，３学年50.8%と学年が上がるにつれて実

施している割合が増えていた（図５）． 

②教科書以外の教材を使用しているか 

家庭科における教科書以外の教材を使用しているか

について，「ほぼ毎回使用している（９割以上）」35.2%，

「たまに使用している」36.7%と，約７割が教科書以外

の教材を使用していた（図６）． 

なお，教科書以外の教材を使用している場合に消費

者教育の内容が含まれていると回答した割合は，

65.5%であった． 

 障害種別にみると，「ほぼ毎回使用している（９割

以上）」と「たまに使用している」を合計した割合は，

視覚障害42.8%，聴覚障害25.0%，肢体不自由37.9%，

病弱18.2%，知的障害64.6%と，知的障害は６割を超え

ていた． 

 

 

 

 

 

図６ 教科書以外の教材を使用しているか 
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図７ 生徒に学習させたい支払い方法（%） 

 

（５）家庭科における消費者教育 

①生徒に学習させたい支払い方法 

生徒に学習させたい支払い方法は，全体を見ると，

「現金」，「電子マネー」，「クレジットカード」が

76.4%～78.4%であり，「デビットカード」が33.2%あっ

た．「その他」には，プリペイドカード，リボルビン

グ払い，ローンなどの記述があった． 

障害種別にみると，「現金」は，視覚障害71.4%，聴

覚障害57.1%，肢体不自由58.6%，病弱63.6%，知的障

害90.6%と，知的障害が９割を超えていた． 

「電子マネー」は，視覚障害90.5%，聴覚障害78.6%，

肢体不自由93.1%，病弱81.8%，知的障害72.9%と，い

ずれの障害も７割以上の割合であった． 

「デビットカード」は，視覚障害57.1%，聴覚障害

35.7%，肢体不自由55.2%，病弱45.5%，知的障害19.8%

と，知的障害が２割程度で，他の障害も半数程度であ

った． 

「クレジットカード」は，視覚障害95.2%，聴覚障害

100%，肢体不自由93.1%，病弱100%，知的障害63.5%と，

知的障害以外が９割を超えた（図７）． 

②生徒に学習させたい消費形態 

生徒に学習させたい消費形態は，「ネットショッピ

ング」86.4%，「スマートフォンのコンテンツの支払い」

69.3%，「対面販売」63.3%であった． 

 

図８ 生徒に学習させたい消費形態 

 

（６）消費者教育教材 

①学習効果が高いと考えられる教材形態 

 学習効果が高いと考えられる教材形態について，

「学習効果が高い」，「どちらかといえば学習効果が

高い」を合計した割合を見ると，９割以上であったの

は，「実物提示」98.0%，「体験型教材」97.5%，「視

聴覚教材」96.5%，「Web教材」91.9%であった． 

②マルチメディア要素 

消費者教材のマルチメディア要素は，「学習効果が

高い」，「どちらかといえば学習効果が高い」を合計

した割合を見ると，「写真」94.5%，「イラスト」90.9%

と視覚情報の割合が高かった．また，「学習支援機能

の選択」も84.4%であった（図10）． 

表２より，障害種別に見ると，「写真」，「イラス

ト」などの視覚情報は，視覚障害の割合が約６割であ

るが，他の障害の割合は約９割であること，「効果音」，

「BGM」などの音情報において，「効果音」は，聴覚障

害の割合は約３割であるが，他の障害の割合は４割以

上であること，「BGM」は，聴覚障害が約２割，他の障

害が３割以上であることなど，障害種別の特徴が見ら

れた． 

図９ 学習効果が高いと考えられる教材形態 
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図10 マルチメディア要素の必要性 

 

聴覚障害以外の音情報について，「効果音」，「BGM」 

は割合が４割～６割である一方，「音声」は６割以上

の回答が得られた． 

視覚障害以外の視覚情報について，「写真」の割合

が９割以上の回答が見られた． 

「図」，「学習支援機能の選択」については，どの障

害も７割以上であった． 

 

４ 考察 

教師が生徒に学習させたい支払い方法は，現金，

電子マネー，クレジットカード共に多かったことは，

自立した消費生活を行っていくためには，現代社会で

利用されている支払い方法について理解しておくこと

が必要であると考えられていると推察できる．知的障

害は，現金90.6%，クレジットカード63.5%であるのに

対し，他の障害は，クレジットカードの方が多く逆の

結果となっていた．これは，知的障害がある者にとっ

ては具体的に金銭計算をしやすい現金を利用した方が

便利であることやクレジットカードの管理が難しいと

考えられていること．抽象的な金銭を理解できる者に

とってはクレジットカード等の方が便利であることや

社会生活に向けての学習の必要性が考えられているこ

と．また，近年，キャッシュレス決裁が普及してきて

いることが背景にあると考えられる． 

生徒に学習させたい消費形態は，ネットショッピン

グ86.4%，スマートフォンのコンテンツの支払い69.3%，

対面販売63.3%と，対面販売と共に，ネットショッピ

ングに関する消費形態が多かった．これも，近年のネ

ットショッピングの普及が背景にあると考えられる． 

教科書以外の教材を使用している学校は，84.5％で

あった．これは，大野田・天野・柿野（2015）による

調査で報告されている「高等学校60.7%」を上回る割合

であった．これは，生徒の障害に合わせて，教科書に

加えて必要な教材を使用して授業が行われているとい

う実態を示すものであると言える． 

学習効果が高いと考えられる教材形態は，教科書が

71.4%である一方，視聴覚教材，体験型教材，実物提

示が95%以上を占めた．ワークシートについては，高

等学校75.6%（長濱・田中・田村2015）に比べ，特別支

援学校が86.9%と多かった．生徒の障害にあわせて工

夫したワークシートを作成し，工夫した教育が行われ

ていることが推察される． 

授業における位置づけは，授業全体，一部分で使用

できる教材が共に多く，解説内容の量が少ない教材を

学習効果が高いと回答したものが多かった．これは，

ポイントを絞って指導することが容易な教材が効果的

であると授業者に捉えられていると言える． 

マルチメディア要素としては，どの障害種も共通し

て，「図」，「学習支援機能の選択」の必要性が高い

と回答したことが分かった．また，視覚情報，音情報

について，「写真」，「音声」といった，具体的なも

のを示す要素の回答が多かった．これは，学習効果が

高いと考えられる教材形態において，「実物提示」，

「体験型教材」と具体的な教材の学習効果が高いと回

答されたことと共通したことと言える． 

表２ マルチメディア要素の必要性が高い・どちらかといえば必要性が高いと回答した 

障害別の割合（%） 

 

写
真 

イ
ラ
ス
ト 

図 色 

効
果
音 

B
G

M
 

音
声 

イ
ン
タ
ラ
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ブ
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ニ
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シ
ョ
ン

効
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複
数
の
操
作
方
法 

学
習
支
援
機
能
の

選
択 

視覚 66.7 66.7 71.4 66.7 66.7 47.6 90.5 76.2 38.1 57.1 95.2 

聴覚 100 96.4 89.3 89.3 28.6 17.9 42.9 67.9 78.6 64.3 78.6 

肢体 96.6 86.2 86.2 89.7 44.8 31.0 79.3 96.6 79.3 86.2 96.6 

病弱 100 90.9 90.9 72.7 63.6 36.4 63.6 81.8 81.8 63.6 90.9 

知的 97.9 95.8 88.5 84.4 59.4 38.5 74.0 75.0 81.3 54.2 78.1 
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５ おわりに 

クレジットカードの学習の必要性を，特別支援学校

（知的障害）では低く回答した一方，特別支援学校（知

的障害）以外では高く回答したことから，卒業後にど

のような方法で支払うのかを考慮した上で学習する内

容を設定する必要があると考える．また，キャッシュ

レス・消費者還元事業等の，政府のキャッシュレス決

済推進事業等の実施にともない，キャッシュレス決済

がますます普及することが予想されることから，知的

障害の生徒もキャッシュレス決済を利用するケースが

多くなる可能性を踏まえた学習内容の設定も必要であ

ると考える．その際，お釣りの計算は不要である一方，

使える金額の上限を決めておく等の使いすぎないため

の工夫など，メリットとデメリットのバランスを障害

の程度に合わせて考慮した学習内容を設定する必要が

あると思われる． 

また，消費者教育教材に関する回答から考えられた，

特別支援学校における，ネットショッピングに関する

消費者教育教材に重要と考える要素を次に示す． 

・実物や体験型等，具体性のある教材を使用すること 

・児童生徒の実態によって必要とする学習支援方法は

異なることに留意すること 

・学習支援機能を選択できるような柔軟性のある教材

であること 

・授業の一部分でも利用できるような，ポイントを絞

った短時間で利用できる教材であること 

本調査において得られた，知見をもとに，特別支援

学校において活用できる消費者教育教材を開発してい

きたい． 
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者教育教材に重要と考える要素について―（新谷・長
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